
第１号様式(第６条関係）     年  月  日 

東京都北区長 殿 

土地所有者 

住所 

氏名                    実印    

電話                       

実務取扱者 
住所 

登録番号（土地家屋調査士等） 

氏名                 職印等 

連絡先 

         担当者 

区有公共用地境界確認申請書 

 下記の私所有地の土地と、隣接する区有公共用地（別添地図朱線で示

す）との境界を現地で確認願います。 

記 

１．私所有の土地所在・地番 

北区        丁目       番 

２．北区所有の公共用地の所在・地番 

北区        丁目       番 

３．添付書類 

（１） 印鑑証明書（発行後３ヶ月以内）    （５）土地所有者調書 

（２） 資格証明書（法人の場合、発行後３ヶ月以内）（６）地図（公図）写 

（３） 相続を証する書面（相続の場合）    （７）現況実測平面図 

（４） 登記事項証明書（土地）（発行後３ヶ月以内） （８）現地案内図 

４．申請理由（該当するものにチェックを入れて下さい） 

    □売買 □分合筆 □建築 □相続 □財産保全 □その他（       ） 

  協議成立の場合、申請者と東京都北区長との間で境界確認書を取り交わすことになります。なお①立会完了後２ヶ月以内に土地境界図の提出

がない場合②申請後３ヶ月を経過しても、本区の責に帰さない事由で現地立会・協議を行うことができない場合等は、「見なし取り下げ」又は 
「不能・不調案件」として処理し、当該申請書返戻します。 

この申請書の作成にあたっては「申請書記入要領」を参照の上記載してください 
 

 

 

○申請書の提出先及び問い合わせ先 
東京都北区王子本町一丁目１５番２２号 第１庁舎３階 

北区土木部土木管理課台帳係 
電話：03(3908)9230   

   FAX：03(3908)6703  

                                 E-mail：md-daichou@kitacity.jp 

課 長 係 長 担当者 受 付 
     



土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

土 地 所 有 者

住 所

氏 名

（ 電 話 ） - -

（共有者調書）
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土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

土 地 所 有 者

相　続　人 住 所

氏 名

（ 電 話 ） ー ー

(相続人調書）

被　　相　　続　　人
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第３号様式(第６条関係） 

土 地 所 有 者 調 書 

土地所有者記入欄（申請者から順に記入してください) 

 

土 地 所 在 地 番 地 目 地 積 登 記 
年 月 日 所 有 者 名 

登 記 事 項 証 明 書 （ 土 地 ） 等 の 住 所 

住 民 登 録 の 住 所 



申請書の記 入要領  
 

○申請書の記入事項及び提出書類は、以下の事項に注意して作成して下さい。 

１ 申請することができる者 

（１）境界確認を申請する者（以下、申請者という）は、公有地に接する土地所有者とします。

ただし、次の各号に該当する場合は、それぞれ各号に定める者を申請者とします。 

① 土地所有者が法人の場合：代表者。ただし、法人が解散又は破産等をしているときは、

清算人又は管財人等とし、官公署及び特殊法人については、法律、定款、寄付行為に定

める者とします。 

② 信託財産の場合：委託者及び受託者の両者。ただし、受益者が設定されている場合は、

受託者及び受益者の両者とし、信託原簿に特別な定めがある場合はその内容に従います。 

③ 共有地の場合：共有者全員。ただし、区分所有建物の敷地の場合は土地所有者全員又は

管理組合の規約等の区分所有権に基づき定められた者とします。この場合において、代

表権を与える旨の同意書が添付されているとき、又は管理組合の総会において代表者を

決定した場合その総会の議事録の写しが添付されているときは、代表者が申請をするこ

とができます。 

④ 土地所有者が死亡している場合：法定相続人全員。ただし、分割協議書、遺言公正証書、

裁判所の審判・調停調書等により土地の権利者を確認できるときは、当該土地の権利者

とします。 

⑤ 土地所有者が宗教法人で申請地の現況又は登記事項証明書等上の地目が「境内地」若し

くは「墓地」等となっている場合：宗教法人法第２３条に基づくそれぞれの宗教法人の

規則が定める者とします。ただし、規則に別段の定めがない場合は、責任役員の議決に

より定めた者とします。 

（２）代理人 

 申請者から委任を受けた者が、申請者に代わって申請から合意までの手続きを行う場合は、

委任する事項を明記した委任状及び代理人の印鑑証明書を添付して下さい。（委任状に代理

人の使用印が明示されている場合は不要） 

２ 提出書類 ※ 印鑑証明書以外は原本還付が可能です 

（１）印鑑証明書：発行後３ヶ月以内 

（２）資格証明書（法人の場合）：発行後３ヶ月以内 

（３）相続を証する書面（相続の場合）：相続関係説明図（作成年月日記入、作成者の記名・

押印）及び被相続人から始まる戸籍謄本、本籍記載の住民票（個人番号を載せていない

もの）、遺産分割協議書等（相続関係が確認できるもの）。ただし、遺言公正証書、裁判

所の審判・調停調書等がある場合はその権利関係を証する書面のみで構いません。 

（４）登記事項証明書（土地）：発行後３ヶ月以内。印鑑証明書の住所と異なるときは、公的

証明書（個人番号を記載していない住民票、戸籍の附票等）で住所移転の経緯が判明で

きる資料を添付してください。インターネットで取得したものは照会番号が記載された

所定の有効期間内のもののみ有効です。 



（５）土地所有者調書：申請地、申請地の両隣及び正対する土地について記入 

（６）地図（公図）写：法務局の内容証明付きの地図（公図）に、隣接土地所有者（向こう

三軒両隣の範囲）、縮尺、方位、法務局名、複写年月日を正確に記入してください。ま

た、申請地は赤色で近隣に参考となる土地境界図がある場合は、その箇所を青色で表示

し、土地境界図番号を記入して下さい。 

注 1）コピー又はインターネット取得の場合は、調査者の記名・押印が必要です。 

注２）字界、丁目界等により切図になっている公図は、接合（合成）せずに対照できるよ

うに少し離して見やすくしてください。また、申請地と接する区有地との位置関係が複

雑な公図の場合は、これとは別に接合した合成図も作成してください。 

（７）現況実測平面図：現地の地形及び形状を明確に把握できるように道路、水路等の構造

物、境界標識（近接の確認済みも含む。）、建物、垣根等、現況幅員、実測年月日、作成

者の記名・押印、資格登録番号、方位、土地の地番を明記し、縮尺２５０分の１で作成

してください。区備え付けの道路台帳平面図を利用して作成（地番、方位及び実測幅員

を記入すること）したもので代用しても構いません。 

（８）現地案内図：申請地までの道順及び主な目標を記入 

（９）その他参考資料：必要に応じて地積測量図、旧公図写し、土地台帳写しを添付してくだ

さい。また、下記の場合はここに示す資料を添付してください。 

・信託財産の場合：信託原簿 

・土地所有者が未成年の場合：親権を証する書面 

・成年後見人等を必要とする場合：法定代理人であることを証する書面 

・土地所有者が被保佐人又は被補助人である場合：保佐人又は補助人の同意書 

・登記事項証明書（土地）に差押又は裁判所競売開始決定の記載がある場合：債権者又は申立

人の同意書等 

・本要領１-（１）-⑤の場合：宗教法人法第 23 条に基づくそれぞれの宗教法人の規則で定め

る手続きの完了を確認できる書類。規則に別段の定めが無いときは、境界確認、立会及び合

意に関する責任役員の議決による議決書 

・土地所有者の権利関係が複雑な場合：申請権者としての当事者能力を有することを確認でき

る書面（破産管財人証明書、その他裁判所の審判・判決・和解調書等） 

 

○ 申請書受理後は、速やかに担当職員と打ち合わせを進めて下さい。次の事項に該当する場合

は、協議が成立しなかったものとして、申請書はお返しします。 

① 立会完了後２ヶ月以内に土地境界図の提出がない場合 

② 申請後３ヶ月を経過しても、区の責に帰さない理由で現地立会・協議を行うことができな

い場合 

③ 申請受理後、当事者適格が無いことが判明した場合 

○ 境界の立会いが終了し、協議が整った場合、土地境界図作成例に基づき土地境界図を作成し、

土地境界図１部、複写図（境界確認書交付に必要な部数、A4 サイズに折り込み）、境界点（P

点）全点の写真を区に提出してください。また、貸し出した資料がある場合は、あわせて返

却してください。 



ＮＧ 5日

10日

ＮＧ

20日

ＮＧ

10日

15日

5日

北区土木部土木管理課台帳係

課内決裁

確認書の作成
連絡

確認書受け取り

　線形協議の開始

北区土木部土木管理課

申請書の返却（境界確認対象外等）

協議準備（資料作成）

仮境界線の現地標示
立会人との日程調整

標準実務日数

（随時）

申請者・実務者

土地境界図作成

提出

日数
65日

（添付書類等の不備）

境界図の下図作成

境界確定等計画

申請書の作成

申請書の簡易決裁

事前相談

申請書類の受付・確認
（窓口での預かり）

土地境界図確認書の交付（申請者・関係土地所有者）

土地境界図の受取り

申請者・関係土地所有者
の署名・押印（ハンコ集

土地境界図原本及び副
本の作成

（休日含まず）

区有公共用地境界確認事務フロー図　(道路区域証明準用）

担当者の通知・資料の貸出し

提出

申請

申請内容精査・受理決定

ＮＧ

資料収集・線形調査
協議日程の調整

不調

（第1号・第3号様式他）

現地立会い（区担当者・実務担当者・申請人・関係土地所有者）

不調

境界図の下図チェック



 

サイ ズ： A ３ を基本 

（ 収ま ら ない場合は A１ 、 A2 等）  

紙質： 上質紙（ 上質普通紙： 7 0 ～8 0 ｇ /

㎡程度） を折ら ずに提出 

印字 可 
住所・ 氏名は自署 
（ 法人はス タ ンプ可）  

公共基準点等を使用し た場合は、 上記のよ う に記載 

従前の境界確定・ 確認点を復元し た場合は上記のよ う

に記載し 、 座標リ ス ト には復元し た座標を記載 

観
測
し
た
高
さ
を
記
入 

① ③ 

② 

日付は①立会年月日、 ②測量年月日、 ③合意年月日の順

代
表
取
締
役
社
長
等
不
可 

図中の文字・ 数値の大き さ

（ 高さ ） は 2.2mm 以上 

職印は測量年月日欄にかけない 



土地境界図の作成上の注意点 
 

 

 ①記入はボールペン等で自署し てく ださ い。（ 但し 、 立会場所・ 土地の地番、 被

相続人氏名等は印字可。 法人はス タ ンプ印等でも 可。）  

 ②申請者は実印で押印し てく ださ い。（ 隣接土地所有者等は認印（ イ ンク 浸透印

以外） でも 可。）  

 ③立会年月日は立会いをし た日、 合意年月日は署名押印し た日を自署し てく だ

さ い。 日付の順番は【 1】 立会年月日【 2】 測量年月日【 3】 合意年月日の順番

と し てく ださ い。（ 日付は和暦使用）  

 ④法人等の代表者の役職は登記事項証明書に記載さ れている 役職を記入し てく

ださ い。（ 代表取締役社長、 取締役社長等は不可）。  

 ⑤図中の地番と 一致さ せてく ださ い。  

 ⑥図面内に署名押印する こ と が困難な場合は、 合意書（ 第７ 号様式） によ る こ

と ができ ま す。 合意書に署名・ 押印し たう えで、 土地境界図の写し （ 署名欄

は不要） と 割印をし てく ださ い。  

 ⑦訂正は２ 本線で消し 、 訂正印を押印し てく ださ い。（ 修正液等は不可）  

 

 

 

 

 大き さ  ： A3 を基本と し ま す。 用紙に収ま ら ない場合は A2,A1 を使用し てく

ださ い。  

 紙 質 ： 上質紙を使用し てく ださ い。（ 品質が中性紙、 品種が上質紙で、 紙厚

（ 米坪量） が 70～80ｇ /㎡程度。長期保存に耐え改ざん不可能なも のと

し 、 活字が剥がれたり 、 消えてし ま う も のは不可。）  

 

 

 

 

 

 

 ①Ｐ 点は一重丸、 白抜き と し てく ださ い。  

 ②境界点間の辺長・ 点間距離は、 算用数字（ メ ート ル単位） で、 小数位２ 桁と

し ３ 桁目は切り 捨てし てく ださ い。  

 ③境界辺長と Ｐ 点の表記は境界線よ り 民地側に記載し てく ださ い。  

 ④文字・ 数値の大き さ は 2.2 ㎜以上、 黒一色で鮮明に読める よ う にし てく ださ

い。  

 ⑤境界点には、 必要に応じ て詳細図をつけてく ださ い。  

 ⑥凡例は作成者（ 実務取扱者） が記載し てく ださ い。  

 ⑦縮尺は 1/250 を標準と し ま す。  

 ⑧区有地が有地番の場合は、 図中に区有地の地番を記載し てく ださ い。  

 ⑨外周に幅 2 ㎝以上の余白をと ってく ださ い。 但し 右上のみ 5 ㎝以上と し てく

ださ い。  

 

 

 ①座標系は任意座標でも 構いま せん。（ 公共座標等の場合は、座標系が判別でき

る よ う に震災前後等の文言を記載し てく ださ い。）  

 ②石標・ プレート 等の備考欄には現況の形状（ 矢の向き 等） を記載し てく ださ

い。  

 ③Ｐ 点１ 点につき Ｓ 点を３ 点（ ３ 方向） 以上と し てく ださ い。 現況構築物（ 建

物角、 塀角等） は、 道路外の容易に移動等ができ ないよ う なも のを選び、 備

考欄に観測し た高さ （ メ ート ル単位） を記載し てく ださ い。  

 ④従前の境界確定・ 確認点を復元し た場合は復元し た座標値を記載する と と も

に、 確認済みの境界点である こ と を文言でも 記載し てく ださ い。  

 

 

・ 原図（ 折ら ずに提出）・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・ ・【 １ 部】  

・ 原図の写し（ 白黒）（ A4 左綴じ に折り こ んだも の）・ ・【 合意し た土地所有者数】  

・ 境界点（ Ｐ 点） 全点の写真（ 近景+遠景）・ ・ ・ ・ ・ ・【 １ 部】  

※合意欄 

※図面の品質 

※作図上の注意点 

※提出物 

※座標リ ス ト 等の記載方法 


